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工事請負契約書第 25 条第 5項(単品スライド条項)の運用基準 

制  定 平成２０年７月 ７日青整企第 115 号 

一部改定 平成２０年８月 ８日青整企第 157 号 

一部改定 平成２０年９月１９日青整企第 191 号 

一部改定 平成２１年１月１４日青整企第 291 号 

一部改定 令和 ４年１月１２日青整企第 239 号 

 

 青森県県土整備部所管の公共工事において、特別な要因により工期内に主要な工事材料の国内価格

に著しい変動を生じ、請負受注者から請負代金額の変更請求があった場合については、「工事請負契約

書第 25 条第 5項の運用について（平成 20 年 7 月 3 日付け青整企第 109 号通知）」及び「工事請負契約

書第 25 条第 5 項の運用の拡充について（平成 20 年 9 月 18 日付け青整企第 189 号通知）」により適正

に処理するものとするが、「工事請負契約書第 25 条第 5項（以下、「単品スライド条項」という。）」に

基づく、請負代金の変更額算定のための積算上の取扱い等について定めたので、当面これによるもの

とする。 

 また、この定めにない事項については、「工事請負契約書第 25 条第 5 項(単品スライド条項)運用マ

ニュアル(暫定版)（平成 20 年 7 月 16 日付け国土交通省制定）」及び「アスファルト類における単品ス

ライドへの対応について（平成 20 年 11 月 20 日付け事務連絡）」によるものとする。 

 

１ 適用対象工事等 

 (1) 単品スライド条項に規定する「主要な工事材料」は、「鋼材類」「燃料油」「アスファルト類」に

分類される各材料、及びその他の材料であっても「請負代金額に大きな影響を及ぼすもの」とす

る。 

 

(2) 本基準の施行日（平成 20 年 7 月 7日）以降に継続して施工する工事、又は新規に発注される工

事で、使用した「鋼材類」と「燃料油」の各品目ごとに、次式により算定した当該工事に係る変

動額が、請負代金額の 100 分の 1を超える場合に適用する。 

   鋼材類の変動額 鋼  ＝ Ｍ’
鋼 － Ｍ 鋼 

   燃料油の変動額 油  ＝ Ｍ’
油 － Ｍ 油 

Ｍ 鋼 or 油 ＝（ｐ１×Ｄ１＋ｐ２×Ｄ２＋…………＋ｐｍ×Ｄｍ）×ｋ×105110／100 

        Ｍ’
鋼 or 油 ＝（ｐ’

1×Ｄ１＋ｐ’
２×Ｄ２＋…………＋ｐ’

ｍ×Ｄｍ）×ｋ×105110／100 

Ｍ 鋼 or 油：価格変動前の鋼材類又は燃料油の金額 

    Ｍ’
鋼 or 油：価格変動後の鋼材類又は燃料油の金額 

ｐ ：設計時点における鋼材類又は燃料油に該当する各材料の単価 

ｐ’ ：価格変動後における鋼材類又は燃料油に該当する各材料の単価 

Ｄ ：鋼材類又は燃料油に該当する各材料の単品スライド額の算定の対象とする

数量 

ｋ ：落札率（当初請負代金額を当初設計金額で除して得た値） 

 

 (3) 本基準の改定日（平成 20 年 9 月 19 日）以降に継続して施工する工事、又は新規に発注される

工事で、鋼材類・燃料油以外の材料についても、上記(2) 鋼材類・燃料油の変動額算定式に準じ

て得た各品目ごとの変動額が、請負代金額の 100 分の 1を超える場合に適用する。 

   ただし、鋼材類・燃料油・アスファルト類以外の材料及び品目の適用にあたっては、整備企画

課と協議のうえ、甲乙受発注者協議して定めるものとする。 

 

 (4) 本基準の施行（改定）日以降に施工する工事とは、当該年度発注工事は勿論のこと、前年度か

らの継続または繰越した工事も含むものとする。 

 

 (5) 残工事の工期（部分引渡しに係る工事部分の残工期も含む。）が、単品スライド条項に規定する
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請負代金額の変更請求から 2ヶ月以上ある場合に限り、適用できるものとする。 

２ 請負代金額の定義 

 上記１(2) に規定する「請負代金額」は、次のとおりとする。 

(1) 前年度からの継続工事等であって、前年度に支払済額がある場合は、請負代金額から当該支払

の対象となった工事目的物に相応する請負代金相当額を控除した額とする。 

 

(2) 工事請負契約書第 37 条に規定する部分払をした工事については、請負代金額から当該部分払の

対象となった出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及び製造工場等にある工場製品

（以下「出来形部分等」という。）に相応する請負代金相当額を控除した額とする。 

ただし、「８ 部分払時の取扱い」の規定により、出来形部分等についても単品スライド条項の

適用対象とすることができる旨を通知した場合は、この限りではない。 

 

(3) 工事請負契約書第 38 条に規定する部分引渡しを終えた工事については、請負代金額から当該部

分引渡しの対象となった引渡しを受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）に

相応する請負代金相当額を控除した額とする。 

 

(4) 工事請負契約書第 25 条第 1 項から第 4 項（以下「全体スライド条項」という。）を適用して、

請負代金額を変更（契約）した工事については、当該全体スライド条項の適用により変更した後

の請負代金額とする。 

 ただし、全体スライド条項の適用に伴い、工事請負契約書第 25 条第 3項に規定する基準の日以

前の部分について、上記(2) の規定に基づく部分払をした工事については、当該基準の日以降の

変動後残工事代金額とする。 

 

(5) 上記(1)～(4)以外の場合は、当該工事全体の変動前の請負代金額とする。 

 

 

３ 単品スライド額の算定 

(1) 請負代金の変更額（以下「単品スライド額」という。）の算定は、上記１(2)及び(3)の規定によ

り対象となった鋼材類、燃料油、アスファルト類、及び甲乙受発注者協議により決定したその他

の材料（以下「対象材料」という。）について、次式により算出するものとする。 

   ＳＴ ＝（Ｍ’
鋼－Ｍ 鋼）＋（Ｍ’

油－Ｍ 油）＋（Ｍ’
他－Ｍ 他）－Ｐ×1／100 

Ｍ 鋼 or 油 or 他 ＝（ｐ１×Ｄ１＋ｐ２×Ｄ２＋…………＋ｐｍ×Ｄｍ）×ｋ×105110／100 

   Ｍ’
鋼 or 油 or 他 ＝（ｐ’

1×Ｄ１＋ｐ’
２×Ｄ２＋…………＋ｐ’

ｍ×Ｄｍ）×ｋ×105110／100 

    ＳＴ ：単品スライド額 

 Ｍ 鋼 or 油 or 他：価格変動前の鋼材類又は燃料油の金額 

 Ｍ’
鋼 or 油 or 他：価格変動後の鋼材類又は燃料油の金額 

ｐ ：設計時点における各対象材料(品名･規格別)の単価（設計単価） 

ｐ’ ：価格変動後の各対象材料(品名･規格別)の単価（実勢価格等） 

Ｄ ：各対象材料の単品スライドの対象とする数量 

ｋ ：落札率（当初請負代金額を当初設計金額で除して得た値） 

    Ｐ ：価格変動前の請負代金額（消費税相当額含む） 

 

(2) 設計時点における各対象材料の単価（ｐ）は、当初設計時点単価とするが、本基準の適用開始

日以前に、設計変更（契約）を行っている場合は、変更設計時点に採用した単価とする。 

   また、請求日までに変更契約を行っていないが、工事増量（現地の取合等の都合による増量を

除く）等の先行指示されている対象材料について、その増量分については変更指示時点の単価と

する。 

 

 (3) 価格変動後の各対象材料の単価（ｐ’）は、「４ 価格変動後における単価の算定方法」の規定
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により算定（決定）した単価とする。 

 (4) 各対象材料の単品スライドの対象とする数量（Ｄ）（以下「対象数量」という。）は、「５ 対象

数量の算出方法」の規定により算出（決定）した数量とする。 

 

(5) 価格変動前の請負代金額（Ｐ）は、上記２によるものとする。 

 

(6) 乙受注者が実際に購入した際の各対象材料の購入代金を合計した金額（Ｍ’対応額）が、上記(1)

～(5)の規定により算定した金額（Ｍ’）を下回る場合は、当該各対象材料の実際の購入代金を用

いて、上記(1) の算定式により単品スライド額を算定する。 

 

 (7) 前項の「乙受注者が実際に購入した際の各対象材料の購入代金」は、次のとおりとする。 

  1) 「６ 各対象材料の搬入等の月及び数量の確認方法」の規定により確認される各対象材料の

実際の購入数量が、「５ 対象数量の算出方法」に規定する対象数量以下である場合は、乙受注

者が実際に購入した際の購入数量・価格による代金額とする。 

 

  2) 「６ 各対象材料の搬入等の月及び数量の確認方法」の規定により確認される各対象材料の

実際の購入数量が、「５ 対象数量の算出方法」に規定する対象数量を上回る場合は、５で算出

した対象数量を乙受注者の実際の購入数量で除し、これに乙受注者が実際に購入した際の購入

数量・価格による代金額を乗じて得た金額とする。 

 

 (8) 単品スライド額の算定は、当該工事で使用した対象材料の単価について、その変動額のみの変

更を行うものであり、その他の建設資材の材料単価、労務単価、機械器具損料、共通仮設費、現

場管理費及び一般管理費等の変更を行うものではない。 

ただし、共通仮設費の率計上分に含まれる材料費や、積上げ計上されている材料費等について

は、変更の対象とすることができる。 

 

 (9) 適用対象工事に該当し、協議の結果、当該工事に係る変動額が、請負代金額の 100 分の１以上

の変動額となる場合は、100 分の１を超える額を単品スライド額とする。 

 

 

４ 価格変動後における単価の算定方法 

 (1) 単品スライド額の算定に用いる価格変動後の各対象材料の単価（ｐ’）の算定（決定）方法は、

次のとおりとする。 

  1) 鋼材類 

  ① 各対象材料を現場に搬入した月の実勢価格とする。 

     ただし、対象材料を複数の月に現場に搬入した場合にあっては、各搬入月の実勢価格を搬

入月ごとの搬入数量で加重平均した価格とする。 

   ② 上記①の実勢価格は、対象材料が現場に搬入された月の物価資料の価格とする。 

     例えば、８月に現場搬入した鋼材の実勢価格は、物価資料８月号に掲載された価格を採用

する。 

 

  2) 燃料油 

   ① 各対象材料を購入した月の実勢価格とする。 

     ただし、対象材料を複数の月に購入した場合にあっては、各購入月の実勢価格を購入月ご

との購入数量で加重平均した価格とする。 

   ② 前項ただし書きのうち、乙受注者が当該対象材料の購入月と購入数量を確定できる証明書

類の提出が（故意によるほかの理由により）不可能な場合や、設計図書に明示されない又は

計上されない対象材料の数量（資材搬入等に伴う燃料油など）についても、対象数量に加え

ることを認めた場合にあっては、工期の始期が属する月の翌月から工期末が属する月の前々
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月までの各月における実勢価格の平均価格とする。 

   ③ 上記①の実勢価格は、対象材料を購入した月の翌月の物価資料の価格とする。 

     例えば、８月に購入した燃料油の実勢価格は、物価資料９月号に掲載された価格を採用す

る。 

 

  3) アスファルト類 

① 各対象材料を現場に搬入した月の実勢価格とする。 

     ただし、対象材料を複数の月に現場に搬入した場合にあっては、各搬入月の実勢価格を搬

入月ごとの搬入数量で加重平均した価格とする。 

   ② 上記①の実勢価格は、対象材料を搬入した月の翌月の物価資料の価格とする。 

例えば、８月に現場搬入したアスファルト類の実勢価格は、物価資料９月号に掲載された

価格を採用する。 

 

  4) その他の材料 

    鋼材類に準ずる。 

 

 (2) 上記(1) 1)～3)の各①に定める各対象材料の搬入又は購入（以下「搬入等」という。）の月及び

数量は、工事請負契約書第 13 条第 2項による工事材料の検査又は確認の際に把握された月及び数

量とするほか、「６ 各対象材料の搬入等の月及び数量の確認方法」の規定によるものとする。 

 

(3) 単品スライド額の算定に用いる各対象材料の各月の実勢価格は「青森県県土整備部設計単価決

定要領の考え方」４５. 1)物価資料により単価を決定する場合に基づき、決定するものとする。 

   ※「青森県県土整備部設計単価決定要領の考え方」は、青森県庁ホームページに掲載 

     https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/seibikikaku/sekkei-tanka.html 

 

５ 対象数量の算出方法 

(1) 単品スライド額の算定の対象とする数量（Ｄ）の算出（決定）方法は、次のとおりとする。 

  1) 鋼材類 

   ① 設計図書に記載された数量があるときは、当該数量とする。 

     また、甲発注者の設計数量の範囲内で、加工によるロス分を対象数量とすることができる。 

     ただし、このロス分を対象とする場合は、ロス分に係るスクラップ控除も併せて考慮する

こと。 

   ② 数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては、甲発注者の設計数量とする。 

     なお、任意仮設について請求があった場合は、甲発注者が仮設として想定した鋼材類につ

いて、その設計数量を対象数量とする。 

 

  2) 燃料油 

   ① 甲発注者の積算において、現場場内の建設機械や場外への運搬のためのダンプ等が稼働す

る際に必要な燃料油等として計上されている設計数量を基本とする。 

     なお、甲発注者の設計数量の範囲内であれば、乙受注者から書類による証明が（故意によ

るほかの理由により）なされなかった場合においても、対象数量とすることができる。 

② 数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては、甲発注者の設計数量とする。 

③ 現着単価で設定されている各種資材の運搬のための燃料油であって、購入数量の妥当性が

客観的に確認できるものは、対象数量とすることができる。 

   ④ 共通仮設費（率及び積上げ）に含まれる建設機械等の運搬及び分解・組立に必要な燃料油

であって、購入数量の妥当性が客観的に確認できるものは、対象数量とすることができる。 

 

  3) アスファルト類 

   ① 設計図書に記載された数量があるときは、当該数量とする。 
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また、甲発注者の設計数量の範囲内で、施工によるロス分を対象数量とすることができる。 

② 数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては、甲発注者の設計数量とする。 

 

  4) その他の材料 

    鋼材類に準ずる。 

 

(2) 請負代金の部分払をした工事については、上記(1) に規定する数量から、部分払の対象となっ

た出来形部分等に係る数量を控除する。 

   ただし、「８ 部分払時の取扱い」の規定により、出来形部分等についても単品スライド条項の

適用対象とすることができるものとした場合は、この限りではない。 

 

(3) 工事目的物の部分引渡しを終えた工事については、上記(1) に規定する数量から、部分引渡し

の対象となった指定部分に係る数量を控除する。 

 

 

６ 各対象材料の搬入等の月及び数量の確認方法 

 (1) 「７ 請負代金額の変更手続」に規定する、乙受注者が各対象材料を実際に購入した際の数量

及び価格、購入先、当該対象材料の搬入等の月を証明する書類（以下「証明書類」という。）によ

り確認する。 

 

(2) 燃料油に該当する各対象材料については、当該対象材料の証明書類を提出し難い事情があると

認める場合においては、証明書類に代えて、乙受注者の作成する実績工程表、作業日報、工事写

真、及び毎月提出する履行報告書等により確認する。 

 

 

７ 請負代金額の変更手続 

 (1)  乙受注者は「１ 適用対象工事等」に該当すると認めたときは、該当する対象材料について、

購入単価、購入数量等をもとに算出した「請負代金額変更請求額概算計算書（別紙－１）」または

「請負代金額変更請求額計算書（別紙－２）」を添えて、原則「工期末の 2ヶ月前まで」に、工事

請負契約書第 25 条第 5項の規定に基づく請負代金額の変更を請求できるものとする。（様式－１） 

  1) 「請負代金額変更請求額概算計算書（別紙－１）」は、証明書類（資料）が未整備の場合や、

未購入の対象材料がある場合の添付様式である。 

  2) 「請負代金額変更請求額計算書（別紙－２）」は、証明書類（資料）が揃っている場合の添付

様式である。 

 

 (2)  乙受注者から単品スライド条項に基づく請負代金額の変更請求があったときは、甲発注者は工

事請負契約書第 25 条第 8項の規定に基づき、乙受注者の意見を聴いた上で、同項に規定する「協

議開始の日」を原則「工期末から 45 日前の日」と定め、これを請求があった日から 7日以内に乙

受注者に通知するものとする。（様式－２） 

 

 (3)  乙受注者は、単品スライド条項に基づく請負代金額の変更請求をしたときは、各対象材料を実

際に購入した際の購入数量・価格、購入先、当該対象材料の搬入等の月を証明する書類を提出し

なければならない。なお提出の方法等は、次のとおりとする。 

  1) 請負代金額の変更請求時において、「請負代金額変更請求額計算書（別紙－２）」に添付して

提出する。 

 

  2) 請負代金額の変更請求時に提出できない場合は、(4) 1)により提出する。 

 

  3) 証明書類（資料）には、納品書・請求書・領収書のほかに、別紙－３－１～３に定める資料
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を含むものとする。 

 

 (4) 工事請負契約書第 25 条第 7項に基づく協議は書面により行うものとし、次のとおりとする。 

  1)  乙受注者が請負代金額の変更請求時に、証明書類等の提出が出来なかった場合 

    乙受注者が、「請負代金額変更請求額計算書（別紙－２）」に、証明書類（資料）を添えて、

書面により協議するものとする。（様式－３） 

 

  2)  乙受注者が請負代金額の変更請求時に、証明書類等を添えて請求した場合 

    甲発注者が、証明書類等をもとに対象となる品目、規格、数量等を決定し、書面により協議

するものとする。（様式－４） 

 

 (5)  乙受注者が上記(3) の規定によらず、必要な証明書類を提出しないことにより、各対象材料に

ついて上記６ に規定する確認ができない場合は、当該対象材料を単品スライド条項の対象とは

しないものとする。 

 

 (6) 甲発注者は上記(4) の協議が成立したときは、乙受注者に変更請負代金額及びスライド変更額

を通知するものとする。（様式－５） 

   ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、甲発注者が定め、乙受注者に

通知する。 

 

 (7) 単品スライド条項に伴う契約変更は、原則として、精算変更時点で行うものとする。 

 

(8) 単品スライド条項以外の要因による変更に伴う契約変更を、精算変更時点に行う場合は、当該

設計変更を優先するものとし、次に単品スライド額の算定を行い、契約変更を行うものとする。 

 

(9) 前年度からの継続または繰越した場合で、工期が 12 ヶ月以上となる工事において、全体スライ

ド条項の規定に基づく請負代金額の変更請求も併せて行われた場合は、次のとおりとする。 

  1) 全体スライド条項の適用は、残工事がある場合で、かつ、残工事の工期が全体スライド基準

日から 2 ヶ月以上あること。 

 

  2) 契約締結から 12 ヶ月を経過した時点で、全体スライド条項の規定に基づく請負代金額の変更

請求があった場合は、その時点で全体スライド条項のみに基づく契約変更を行うものとし、単

品スライド条項に基づく契約変更は、上記(7) の規定により行うものとする。 

 3) 国債工事等の数年度にわたる工事であって、翌年度以降も継続する場合は、全体スライド条

項適用対象工事の確認時期を、契約締結から 12 ヶ月経過時点、その時点で対象外の場合は、次

の 4 月及び 10 月など設計単価の定期改定時もしくは基準改定時とし、対象となった場合は、前

項の規定に基づく契約変更を行うものとする。 

 

 

８ 部分払時の取扱い 

(1) 本基準の施行後に、工事請負契約書第 37 条第 3項の規定に基づき、部分払のための出来形検査

を乙受注者が請求する場合において、当該出来形部分についても単品スライド条項の適用対象と

したい希望がある場合には、当該検査請求時に「今回、請求する出来形検査の範囲については、

単品スライド条項の適用対象とすることを併せて請求します」と併記するものとする。（様式－６） 

 

(2)  乙受注者から前項の規定による請求があったときは、甲発注者は当該検査完了後に、「出来形

検査に係る既済部分は工事請負契約書第25条第5項の適用対象とする」旨を通知するものとする。

（様式－７） 
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(3) 前 2 項の規定を適用した場合、それ以降の残工事における部分払いのための出来形検査にあっ

ては、必然的に単品スライド条項の適用対象となる。 

 

 (4) 本基準の施行後に、工事請負契約書第 38 条に規定する部分引渡しがある場合において、指定部

分に係る工事完了までの残工期が 2 ヶ月以上ある場合に限り、当該部分引渡しに係る工事部分に

ついて、単品スライド条項の適用対象とすることができる。 

この場合、「指定部分に係る工事完了日」を「工期末」と読み替えて適用する。 

 

(5) 前項の規定により単品スライド条項を適用した場合であっても、それ以降の残工事について単

品スライド条項を適用することはできる。 

 

 

附 則 

 (1) この運用基準は、平成 20 年 7 月 7 日より施行する。 

   平成 20 年 8 月 8日の改定は、様式等の整備に伴う変更手続き条項の補足である。 

   平成 20 年 9 月 19 日の改定は、対象材料の拡大に伴う条項の追加である。 

   平成 21 年 1 月 14 日の改定は、アスファルト類の追加、単価・数量算定方法について語句の修

正及び補足である。 

      令和 4 年 1 月 日の改定は、算定式における消費税率及び語句の更新、様式類への受注者の押

印廃止であり、制度自体の改定はない。 

 

(2) 本基準の施行（平成 20 年 7 月 7 日）にあたり、暫定処置として、工期の末日が平成 20 年 9 月

30 日以前である工事については、上記１(5) の規定中「残工事の工期（部分引渡しに係る残工事

部分の工期も含む。）が、単品スライド条項に規定する請負代金額の変更請求から 2ヶ月以上ある

場合に」とあるのは「単品スライド条項に規定する請負代金額の変更請求は、工期満了前であっ

て、かつ、平成 20 年 7 月 30 日までに」とする。 

 

(3) 本基準の改定（平成 20 年 9 月 19 日）にあたり、暫定措置として、工期の末日が平成 20 年 12

月 31 日以前である工事については、単品スライド条項に規定する請負代金額の変更請求は、当該

請求の際に残工期が 2ヶ月未満であっても、工期満了前であって、かつ、平成 20 年 10 月 31 日ま

での場合は、適用できるものとする。 

 

(4) 前 2 項の規定において、本基準の施行の日から請負代金額の変更請求の日、協議開始の日、協

議に要する日数及び契約変更成立の日までが、工期末日を超えると予想される場合は、工事請負

契約書第 54 条に規定するその他の協議事項に基づき、甲乙受発注者協議のうえ、同第 23 条の規

定に基づく工期の変更（延期）を行うことができるものとする。 

   ただし、この場合の工期の延期期間は、請負代金額の変更請求の日から 2 ヶ月を限度とする。 

 


